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姫路市長  石 見 利 勝   様 

 

 姫路市個人情報保護審議会    

  会長 菅 尾 英 文     

 

年金生活者等支援臨時福祉給付金及び臨時福祉給付金（平成２８年度分）支給 

業務に係る個人情報の収集制限、目的外利用、外部提供及び本人通知の省略並 

びにオンライン結合による提供の制限に関する意見について（答申） 

 

 平成２８年１月１８日付で諮問のあった標記のことについては、適当と認めます。 

なお、適当と認める理由等は、下記のとおりです。 

 

記 

 

適当と認める理由等 

１ 収集制限の例外の適否について 

 ⑴ 平成２８年度から実施が予定されている「年金生活者等支援臨時福祉給付金」は、低

所得の高齢者及び低所得の障害・遺族基礎年金受給者への支援のために給付されるもの

です。 

   そのうち、高齢者向けの給付金の支給対象者は、平成２７年度において臨時福祉給付

金の支給対象者であった人で、平成２８年度中に６５歳以上になる人に対して、３万円

が支給されるものです。 

障害・遺族基礎年金受給者向けの給付金の支給対象者は、平成２８年度臨時福祉給付

金の支給対象者のうち、障害・遺族基礎年金を受給している人に対して３万円が支給さ

れます。 

ただし、高齢者向けと障害・遺族基礎年金受給者向けの併給は、認められません。 

   もう一方の「臨時福祉給付金」は、消費税率の引上げに際して低所得者の負担増を緩

和するため、平成２６年度から給付が始まったもので、平成２８年度においては、給付

額が、消費税率引上げの影響期間が変更されたことから、平成２７年度の６千円から３

千円に変更されています。支給要件として、住民税の均等割が非課税であること及び課

税されていない人であっても、課税者に扶養されている人及び生活保護受給者は対象か

ら除かれることとされている点では平成２７年度と変更は見られません。 

 ⑵ 両給付金の対象者は、その種類ごとにその範囲が異なっています。適切な対象者に適

正に給付するため、申請及び給付漏れ並びに重複給付の防止を確保するための方策とし

て、DV 被害による避難者情報を県から、児童福祉施設入所等児童等に関する情報を県

及び他市町村間で、年金情報を日本年金機構から提供し合うこととされています。この

点においても、平成２７年度と同様の取扱いとなっています。 



⑶ 実施機関が、個人情報を収集しようとするときは、本人から収集することが原則です

が、本人からの収集に要する時間と経費に鑑みれば、これらの情報を利用して支給対象

者を把握し当該業務を行うことは、制度の趣旨から見ても合理的であり、相当の理由が

あると解されます。 

以上のことから、別紙のうち１－⑴から⑶に掲げる個人情報の収集については、本人

収集の原則の例外規定である姫路市個人情報保護条例（以下「条例」という。）第８条

第２項第６号の「公益上必要」の要件を満たしているため、個人情報の収集については

適当であると考えます。 

別紙１－⑷「税に関する情報」については、平成２７年度及び平成２８年度の市民税

の課税情報及び所得情報により支給対象者を把握しようとすることは、条例第９条第１

項第４号による目的外利用の制限解除事項に該当すると解されます。 

 

２ 目的外利用及び外部提供並びにオンライン結合の適否について 

  両給付金事務について、平成２７年７月１３日付「臨時福祉給付金給付業務及び子育て 

世帯臨時特例給付金給付業務に係るオンライン結合による提供の制限について（答申）」 

の取扱いと特段の変更点が見られないことから、平成２７年７月１３日付答申で記載した 

理由により、適当であると認めます。 

 

３ 本人通知の省略について 

  両給付金に係る本人通知については、平成２６年６月９日付「収集制限及び本人通知の

省略並びに外部提供に係る本人通知の省略に関する意見について（答申）」の取扱いと特

段の変更点が見られないことから、収集、目的外利用及び外部提供に係る本人への通知を

省略することについては、平成２６年６月９日付答申で記載した理由により、適当である

と認めます。 

 

４ 審議会からの意見 

 ⑴ 外部提供した個人情報が、持ち出されたり、誤って第三者に提供されることがないよ

う適正に取り扱うとともに、支給業務終了後の文書保存期間中においても個人情報を厳

重に保管し、保存期間終了後は適切かつ確実な処分を実施することとし、委託業務にお

いても委託業者が確実に個人情報を処分するよう指導・管理を徹底するよう申し添えま

す。 

 ⑵ 臨時福祉給付金等給付業務は、平成２６年度以降国の政策により各年度で新たな支給

対象の検討が加えられ実施されています。今後同一の目的のため実施される臨時給付金

等の支給業務であって、当該事務の遂行に必要な限度において収集、目的外利用、外部

提供及びオンライン結合並びに本人通知の省略を行う場合に限り、当審議会への諮問は

必要ないこととします。 


